
 

日本版出国税スタート 

国外転出時課税制度 

「国外転出時課税制度」(日本版出国税)が、2015年 7月 1日からいよいよ適用が開始されます。国内に居住して

いた人が海外に転出する（非居住者になる）場合、株式やその他の有価証券、未決済のデリバティブ取引といった金

融資産に対し、転出時に譲渡・決済したものとみなして含み益に課税するという制度です。出国税の課税対象とされ

る資産・規模が、出国時に 1 億円を超える有価証券等の場合、例外なく課税されることから、株式を売却する予定の

ないまま出国する場合や、海外赴任等や留学等による一時的な出国である場合でも、一律に一旦は所得税の確定

申告等をする必要があります。 そのため当初の予想以上に多くの方々が影響を受けることになりそうです。 

未実現のキャピタルゲインに対する一律課税のため、担税力に配慮し、納税猶予制度や税額の減免措置（減額措

置等）も用意されています。出国時に相応の担保を提供し、納税管理人を指定することを条件として、出国税課税の

対象とされた事業所得、譲渡所得あるいは雑所得に係る所得税の納税が、キャピタルゲインが実現する資産の実際

売却時まで、又は出国から 5年間（さらに 5年間延長可）猶予されます。 

出国期間中に対象資産が実際に譲渡された場合、納税猶予の期限が到来し、納税義務が発生します。また納税

猶予の期間中は、対象資産の保有状況に関する届出書を毎年提出する義務があります。 

  

課税の取消し、減額更正、二重課税の調整 

対象資産を売却しないまま、出国から 5 年以内に、あるいは猶予期間中（最長 10 年間）に帰国した場合、更正の

請求により、出国税課税を取消すことができます。 

また、対象資産を実際に譲渡したとき、あるいは納税猶予の期限が到来したときの価額が、出国税課税時の価額

を下回る場合等、実現したキャピタルゲイン等が出国税課税時より少ない場合は、更正の請求により、出国時の年分

の所得税の額の減額更正をすることができます。逆に、実現したキャピタルゲイン等が出国税課税時より多い場合、

日本においては、その多い部分に対する課税関係は生じません。 

日本における出国税課税後、対象資産を実際に売却した時点で、出国先の国でもキャピタルゲイン課税がなされ

る場合があります。この場合に生じる課税済み出国税との二重課税は、対象資産売却時の居住地国である出国先の

国で、調整措置の適用を受けることが原則ですが、出国先国がこうした二重課税の調整措置をとらない国である場合、

日本で更正の請求を行うことにより、二重課税を調整することが可能とされています。 

なお、出国税に係る更正の請求の期間制限は、7年とされます。 

 注意すべきは、対象資産の譲渡又は決済等による所得が国内源泉所得に該当する等,一定の場合は、更正の請

求による二重課税の調整の対象外とする、とされていることです。これにより、たとえば、株式の譲渡が、発行会社に対

する譲渡であることによりみなし配当に該当する場合等は、出国税課税とみなし配当課税の二重課税は調整されな

いことになると考えられますので、自己株式の取得を計画している会社の事業オーナー等は、注意が必要でしょう。 

  

贈与、相続又は遺贈による非居住者に対する対象資産の移転～国外転出（相続・贈与）時課税 

出国時のみならず、非居住者への相続、贈与の場合も要注意です。国内に 5 年超居住していた被相続人（贈与

者）が、1 億円以上の対象資産を保有していた場合、非居住者である親族等に対象資産を遺贈もしくは贈与すると、

贈与者、被相続人に対し、出国税課税と同様、未実現のキャピタルゲインについて、所得税（事業所得の金額、譲渡

所得の金額又は雑所得）が課税されます。この場合も国外転出時課税と同様に納税猶予制度を受けることができま

す。 
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国外転出時課税の概要 

 

基

本

的

な

仕

組

み 

課税対象者 
その保有する対象資産が 1億円以上 

出国直近の 10年以内で 5年超居住者であった者 

対象資産 

・有価証券等 
株式、投資信託等 

匿名組合契約の出資持分 

・未決済信用取引等 
未決済の信用取引 

未決済の発行日取引 

・未決済デリバティブ 

課税対象金額 
対象資産を国外転出時にて譲渡したものとして計算した課税対象金額 

株式の場合    株式時価 －取得費 

時価計測時点 
納税管理人あり 転出時の時価 

納税管理人なし 転出予定日の 3か月前の時価 

税率 
株式の場合 申告分離課税 15.315% 

総合課税となる所得の場合 累進課税 

申告・納付期限 
納税管理人なし 出国の時まで 

納税管理人あり 翌年の 3月 15日まで 

適用対象 平成 27年 7月 1日以後の国外転出 

課税

取り

消し 

課税取り消し事由  

要 更正の請求   

（4か月以内） 

5年（10年）以内に 

・当該個人が帰国した場合 

・対象資産を贈与により居住者に移転した場合 

・対象資産が相続され、相続人が居住者となった場合 

納

税

猶

予 

納税猶予の要件 

・納税管理人の届出 

・納税猶予の申請 

・担保の提供 

・継続適用届出書の提出（毎年） 

納税猶予の期間 原則 5年（最長 10年） 

納税猶予の終了 

・5年（10年）以内に帰国しなかった場合 

・納税猶予期間中に対象資産を売却した場合 

・納税猶予期間中に対象資産を贈与により移転した場合 

時価下落の場合、現地課税により二重課税が生じた場合の救済措置あり 

確定税額納付 本税+利子税 

 

 

 

 


